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日本国とフィンランド共和国との間の将来における協力強化に関する共同声明

（仮訳） 

２０２５年６月１１日、東京 

 

１．石破茂日本国総理大臣とアレクサンダー・ストゥッブ・フィンランド共和国

大統領は、２０２５年６月１１日、ストゥッブ大統領の日本訪問の機会に東京で

会談した。 

 

２．両首脳は、日本とフィンランドは１００年以上にわたる長い友好関係と緊密

な二国間協力の歴史があり、両国が自由、民主主義、法の支配、人権の尊重及び

ルールに基づく国際秩序の支持などの価値観を共有していることに留意した。

両首脳は、多くの分野で強固な基盤を築き、二国間協力を深化させてきた２０１

６年の戦略的パートナーシップに関する共同声明を想起し、現在の相互の優先

事項及び地政学的状況を考慮し、「将来における協力強化に関する共同声明」を

発表した。日・ＥＵ戦略的パートナーシップ協定は、日本とフィンランドの強固

な二国間のパートナーシップにも重要な枠組みを提供するものである。 

 

I 外交・安全保障政策 

３．両首脳は、厳しい国際政治・安全保障環境そして欧州・大西洋とインド太平

洋の安全保障は不可分であるとの現実を認識した。両首脳は、日本がＥＵ、ＮＡ

ＴＯ及びＯＳＣＥにとって重要なパートナーであることを念頭に、両国外務省

間の定期的な政務協議を含む、政治レベル及び高官レベルの外交・安全保障政策

対話・協力を継続・強化すること、また、自由で開かれたインド太平洋を含む法

の支配に基づく自由で開かれた国際秩序を維持・強化するための協力を更に進

めることにコミットする。 

 

４．両首脳は、国連憲章を含む国際法の深刻な違反であるロシアによるウクライ

ナ侵略を改めて非難した。また、両首脳は、ウクライナの主権と領土一体性に対

する揺るぎない支持を改めて表明し、ウクライナ支援における協力を深化させ

ることで一致した。両首脳は、特にロシアの軍事部門及び影の船団を支援する物

資及び技術の分野において、制裁に関する専門知識の共有、制裁の実施、制裁回

避及び迂回との戦いの重要性に留意した。両首脳は、ウクライナの復興には包括

的かつ長期的な国際的支援が必要であると強調した。 

 

５．両首脳は、ロシアに対する北朝鮮による軍事支援、並びにロシアの戦争及び

ロシア軍再編の決定的な支援者である中国による武器及び軍民両用部品の提供
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を非難した。両首脳は、このような第三者に対して行動をとり続けるとの意図を

改めて表明した。特に、両首脳は、複数の国連安全保障理事会決議に違反する北

朝鮮の弾道ミサイルの北朝鮮による輸出及びロシアによる調達、ロシアによる

これらのミサイル及び弾薬のウクライナに対する使用並びにロシアに派遣され

た北朝鮮部隊によるウクライナに対する戦闘参加を含む、拡大する北朝鮮とロ

シアの間の軍事協力について深刻な懸念を表明した。この協力は、インド太平洋

及び欧州双方の安全保障に悪影響を及ぼすものである。 

 

６．両首脳は、東シナ海及び南シナ海情勢への深刻な懸念を表明するとともに、

力又は威圧によるあらゆる一方的な現状変更の試みにも強く反対した。両首脳

は、国連海洋法条約（ＵＮＣＬＯＳ）に従って、航行及び上空飛行の自由を堅持

することの重要性を確認し、全ての海洋権益に関する主張はＵＮＣＬＯＳの関

連規定に基づかなければならないと強調した。また、両首脳は、国際社会の安全

と繁栄に不可欠な要素である台湾海峡の平和と安定の重要性を強調し、両岸問

題の平和的解決を促した。 

 

７．両首脳は、関連する国連安保理決議に違反する、北朝鮮による核兵器及び弾

道ミサイルの継続的な開発を強く非難した。両首脳は、北朝鮮の完全な非核化へ

のコミットメントを再確認し、北朝鮮が、全ての関連する国連安保理決議に従っ

て、完全な、検証可能な、かつ不可逆的な方法で、自らの全ての核兵器及び既存

の核計画並びにその他のいかなる大量破壊兵器（ＷＭＤ）及び弾道ミサイル計画

も放棄するよう要求した。両首脳は、不法なＷＭＤ及び弾道ミサイル計画の資金

源となる、暗号資産の窃取を含む北朝鮮の悪意あるサイバー活動を抑止し、これ

に対処する必要性を強調した。両首脳は、全ての国連加盟国に対し、全ての関連

する国連安保理決議を完全に履行するよう強く求めた。両首脳は、北朝鮮に対し、

人権を尊重し、拉致問題を即時に解決するよう強く求めた。 

 

８．両首脳は、核兵器不拡散条約（ＮＰＴ）及び同条約の相互に強化しあう３つ

の柱（核軍縮、核不拡散、原子力の平和的利用）に対する揺るぎない支持を再確

認した。両首脳は、核軍縮と核兵器不拡散条約（ＮＰＴ）に関するストックホル

ム・イニシアティブ等の取組を通じた「核兵器のない世界」への共通のコミット

メントを改めて表明した。 

 

９．両首脳は、日本とフィンランドが、情報及びサイバーセキュリティ、新興破

壊技術（ＥＤＴ）、偽情報の拡散防止を含むハイブリッド脅威への対抗などの分

野で引き続き協力していくことで一致した。両首脳は、情報保護の枠組みを構築
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することの重要性を認識した。 

 

１０．両首脳はまた、サイバーセキュリティにおける二国間協力を強化すること

で一致し、日本の内閣サイバーセキュリティセンター（ＮＩＳＣ）及びフィンラ

ンド国立サイバーセキュリティセンターとの間などの対話と協力を歓迎した。 

 

１１．両首脳は、重要インフラの保護を含むデジタル分野における経済、社会及

び安全保障上のリスクに対処するため、警戒を強め、同志国間で連携を強化する

ことの重要性を強調した。 

 

１２．両首脳は、重要な海底インフラやその他の重要インフラに対する敵対的で

無謀な行為を強く非難した。警戒を強めることの必要性及び志を同じくするパ

ートナーとの海洋安全保障における連携を強化することの必要性を強調し、両

首脳は、ＵＮＣＬＯＳを含む国際法に従って情報を共有し、可能な対抗措置を特

定することにコミットした。 

 

１３．両首脳は、強力な国連を礎とする多国間主義の重要性を強調し、輸出管理、

和平調停及び女性・平和・安全保障（ＷＰＳ）アジェンダに関連する事項で共同

の取組の機会を模索することで一致した。この文脈で、両首脳は、常任理事国及

び非常任理事国の議席の拡大を含む、国連安保理の緊急の改革へのコミットメ

ントを新たにした。 

 

II 防衛、安全保障、装備協力 

１４．両首脳は、二国間防衛対話を更に発展させ、この分野での協力を強化する

というコミットメントを確認した。両首脳は、防衛装備・技術分野での協力を更

に強化するために、防衛装備品・技術移転協定に関する交渉を加速させることで

一致した。 

 

１５．両首脳は、（１）それぞれの防衛省間の防衛政策対話、（２）防衛装備・技

術協力に関する共同作業部会を通じた協力、（３）フィンランド国防軍と日本国

自衛隊との交流及び（４）ハイブリッド脅威に関する協力を強化することで一致

した。 

 

１６．両首脳は、民間人の保護を含むフィンランドの包括的安全保障コンセプト

に対する日本における関心の高まりを認識し、この分野での更なる協力を奨励

した。 
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III 貿易及び投資 

１７．両首脳は、二国間の貿易投資関係の着実な進展を想起し、更なる協力を歓

迎した。両首脳は、日ＥＵ経済連携協定の潜在力を十分に活用することの重要性

を強調した。また、両首脳は、ＷＴＯを中核とするルールに基づく多角的貿易体

制の維持と強化にコミットし、ＷＴＯの全ての機能を改善すべく、ＷＴＯ改革に

協力することで一致した。 

 

１８．両首脳は、二国間関係を促進する上での直行便の重要性を認識した。これ

らの直行便は、就航以来、貿易及び文化における二国間協力を促進してきた。両

首脳は、今後もこの繋がりを継続し、更に発展させていくことを歓迎した。 

 

IV 経済安全保障、デジタル、科学技術・イノベーション 

１９．両首脳は、経済安全保障の重要性を認識し、二国間対話及び協力における

新たな重点分野として経済安全保障に関する協力を強化することで一致した。 

 

２０．両首脳は、２０２３年５月２０日のＧ７広島サミットを念頭に、透明性、

多様性、安全性、持続可能性、信頼性が、志を同じくするパートナーと共に強靱

で信頼性のあるサプライチェーンを構築・強化するに当たり不可欠な原則であ

ることを認識し、これらの強靱で信頼性のあるサプライチェーンに関する原則

に基づき、取組を推進するために協力することで一致した。両首脳はまた、ルー

ルや規範の策定、並びにツールの効果的な活用を通じて、国際的な公平な競争条

件を歪める非市場的な政策及び慣行に対処することの重要性を強調した。 

 

２１．両首脳は、サプライチェーンを強靱化及び多様化すべく、重要鉱物の循環

性に関するものを含めた安全で持続可能な重要鉱物プロジェクトへの責任ある

投資を促進することで一致した。 

 

２２．両首脳は、特にデジタルインフラの分野において、困難な地政学的状況に

おける安全な接続の重要性を強調した。両首脳は、新しい海底ケーブルルートを

含む、信頼できる機器ベンダー及び技術サプライヤーとのＩＣＴ及び通信イン

フラの構築における協力を強化することの重要性を強調した。 

 

２３．両首脳は、強力な研究・技術・イノベーション環境の基礎として、学問の

自由及び高等教育機関の自治を尊重しつつ、重要・新興技術の流出及び悪用を防

止すべく、研究セキュリティ及びインテグリティを促進するとともに、これらの
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技術における研究、開発及びイノベーションに関する協力を強化することで一

致した。 

 

２４．両首脳は、１９９７年に署名された日・フィンランド科学技術協力協定に

基づき、グリーントランジション、バイオエコノミー、医療技術、ＡＩ等の新興

破壊技術、量子、スーパーコンピュータ、Beyond５Ｇ／６Ｇ開発及び北極研究等

の分野での科学技術協力の重要性を強調した。 

 

２５．両首脳は、５Ｇ及び Beyond５Ｇ／６Ｇ等の高度な通信技術が将来のデジ

タル経済とイノベーションを支える基盤となり、デジタルデバイドを埋める基

礎となることに留意した。両首脳は、両国間の５Ｇ及び Beyond５Ｇ／６Ｇに関

する研究開発協力の拡大を歓迎した。 

 

２６．両首脳は、北極圏の重要性がますます高まっていることを認識し、北極圏

の一国であるフィンランドと北極評議会のオブザーバー国である日本との協力

強化の可能性を強調した。 両首脳は、特に気候変動に関して、北極圏での進展

が世界の他の地域に直接的な影響を与えるとの認識を共有した。両首脳は、課題

及び機会に対処するための効果的な多国間協力の価値を強調し、この地域にお

けるいかなる行動も法の支配に基づくべきであることを確認した。両首脳は、日

本初となる砕氷機能を備えた北極域研究船「みらいⅡ」を含めた今後の科学協力

に期待を示した。両首脳は、特に北極圏での活動において、多くの貿易機能やそ

の他の役割の実現手段としての宇宙ベースのサービスの重要性を認識し、宇宙

科学技術開発における協力を歓迎した。 

 

V 持続可能な開発、エネルギー、循環型経済 

２７．両首脳は、公正でクリーンな移行を確保し、持続可能な経済成長を促進す

るために、クリーンエネルギー、エネルギー効率、循環型経済の分野で新たな解

決策とイノベーションを推進することで一致した。 

 

２８．両首脳は、仙台防災枠組に沿って国際防災協力を加速させるというコミッ

トメントを再確認した。両首脳は、防災のために、災害への備えのアプローチが

果たす重要な役割並びに人、物資及びインフラへの投資の必要性を強調した。 

 

２９．両首脳は、気候変動、生物多様性の損失及び過剰消費は、同じ持続可能性

の危機の異なる側面であることを認識した。両首脳は、環境及び循環型経済の分

野における日本の環境省とフィンランドの環境省の協力に留意した。 
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３０．両首脳は、林業、循環型バイオエコノミー及び持続可能な食料システムの

分野での更なる協力の可能性に留意し、農林水産省（日本）と農林省（フィンラ

ンド）の緊密な協力に留意した。 

 

３１．両首脳は、日本のＧＸ２０４０ビジョン及びフィンランドのクリーントラ

ンスフォーメーション政策に関連して、グリーントランジションの分野での研

究・産業協力を強化するための相互の機会を認識し、これらの分野における投資

機会の促進と協力を支持した。両首脳は、当局レベル及び産業界レベルの両方に

おける原子力分野での協力を歓迎するとともに、最高水準の安全性、核セキュリ

ティ及び保障措置を尊重しつつ、それぞれの協力を継続していくことを再確認

した。 

 

VI 社会及び人的交流 

３２．両首脳は、共通の人口動態上の課題を認識し、高齢者ケア技術やウェアラ

ブルウェルネスソリューションなど、共に解決策を見つけるための協力を奨励

した。 

 

３３．両首脳は、相互理解を促進する上での文化協力と人的交流の重要性を強調

し、互いの文化及び創造的セクター間の良好な協力を歓迎した。両首脳は、青少

年の交流を強化する手段として２０２３年に発効したワーキング・ホリデー協

定に留意した。両首脳は、学生と研究者の交流プログラムの重要性を強調し、学

生と研究者の流動性を更に高める可能性を探求する必要性について一致した。 


